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   This paper examines the policymaking process concerning the Act for Supporting the Independence of 
Persons with Disabilities (Shôgaisha jiritsu shien hô), as well as, two revisions made to the law under the 
coalition government of the Liberal Democratic Party and the New Komeito Party and a third but unrealized 
revision. The paper focuses particularly on the activities of major organizations of the handicapped and 
elaborates on the mutual relationships between those organizations and political elites, both of which actively 
exercise their influence in the policymaking process. In the process of establishing the policy for the law, the 
Health, Labor and Welfare Ministry successfully persuaded some organizations for the disabled to support the 
law. As a result, eight major organizations that are involved in the welfare of the disabled were able to cooperate 
in mutually beneficial issues such as the introduction of the concept of beneficiary liability. However, they 
could not act together with regard to other fundamental issues such as whether or not to demand the enactment 
of the law.  
By comparison, in the process of revising the law, organizations for the disabled were split apart, but 
together they protested the governing parties and the ministry with demonstrations, symposiums, lawsuits and 
petitions. In consequence, those organizations succeeded in driving the coalition government to decide to 
“abandon” the concept of beneficiary liability in spite of resistance by the ministry and adhered to the liability 
principal. It can be said that this was the process of disabled people’s organizations making the best use of a 
change in the political environment so as to push through their demands. 
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はじめに  















公政権下に限定しても、2006 年 12 月と 2008 年 7 月に二度の修正が行われ、さらに審議未了で廃案と


























                                                        
1 なお、障害者、病人、高齢者など「救済に値する」人たちをめぐる世論は、どの国でも国家が責任をもつべ
きだと考えられる傾向が強い（Bean and Papadakis 1998; Bonoli 2000）。 
2 その他障害者福祉政策に関わる研究は、政策の内容やその効果に関する詳細な研究（Tohyama2003；
Chen2009；Nakagawa et al., 2009）、障害者に関わる政策・障害者の人権及び障害者団体等の歴史的な研究
（杉本 2001、2008；鈴木 2010；Hori2009；堀 2014；山下 2014；山田 2013；李 2013）など豊富な蓄積が存
在する。 
大倉 沙江 「障害者福祉政策の政策決定過程における障害者団体の動向」 
















   （１）障害者自立支援法の背景 






















得する狙いがあった（杉本 2008：238）。2004 年 11 月には、新しいサービス体系に基づいて利用者から









4 「介護保険の対象拡大見送り 政府・与党、05 改正で方針」『朝日新聞』2004 年 12 月 3 日朝刊（総合、東
京本社最終版）。 
5 「障害福祉サービス『年 1000 億円抑制』 一元化に向け厚労省試算」『朝日新聞』2004 年 11 月 28 日朝刊
（総合、東京本社最終版）。 
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2 月には、名称から「給付」を除いた障害者自立支援法案が閣議決定され、第 162 回国会に上程される。 
このような法案の動きに対して、八団体は協調できる部分については協調しながら修正の要望を重ね
ることになる。2005 年 4 月 7 日、八団体は、公明党と障害者自立支援法案について意見交換を行い、
「利用者負担反対」等の内容を含む要望書を提出した（全日本手をつなぐ育成会編 2013：153）。これを
                                                        








9 第 24 回社会保障審議会障害者部会（2005 年 1 月 25 日）における配布資料（「資料 1．障害者自立支援給付
法（仮称）について」）に基づく。 
大倉 沙江 「障害者福祉政策の政策決定過程における障害者団体の動向」 
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受けて公明党の浜四津敏子代表代行と福島豊厚生労働部会長は、4 月 22 日、財務省の上田勇財務副大臣
（公明党）を訪れ、谷垣禎一財務相宛ての「障害者自立支援法に関する要望」を提出した10。要望には、
当事者団体の要望した「障害者本人の所得」を基本とする低所得者の利用者負担の上限設定、低額措置




ビスを希望しても利用できなくなると訴えている11。また、2005 年 5 月 12 日には、JD の主催、他の主
要七団体は協賛という形で、日比谷公会堂・日比谷野外音楽堂で「『障害者自立支援法』を考えるみんな
のフォーラム」（以下、5.12 集会と呼ぶ）というシンポジウムが開催された12。 






















強く打ち出し、慎重審議を求めたのが JD と DPI 日本会議である。JD 常務理事の藤井克徳は「不安感は
                                                        
10 「低所得者への配慮要請 利用者負担の上限、就労支援など 障害者施策見直し 上田（財務）、西（厚
労）副大臣に」『公明新聞』2005 年 4 月 23 日。 
11 「応益負担への転換批判 党国会議員団 障害者団体と懇談 障害者自立支援法案」『しんぶん赤旗』2005
年 5 月 11 日。 
12 日本障害者協議会「『障害者自立支援法』を考えるみんなのフォーラム：どうなるどうすべきわたしたちの
明日を」http://www.jdnet.gr.jp/old/512forum/forum_info.htm（最終閲覧日 2014/07/01）。 
13「障害者 2 法案で自民党が公聴会 札幌、関係者 400 人出席」『朝日新聞』2005 年 5 月 31 日朝刊（地域面、
北海道支社）。「自立支援法案めぐり、障害者ら意見・質問 四日市でタウンミーティング」『朝日新聞』2005
年 7 月 12 日朝刊（地域面、大阪本社）。TOKYO 自民党「障害者福祉タウンミーティング」https://www.tokyo-
jimin.jp/town_m/index.html（最終閲覧日 2014/12/17）。 
14「自立支援法案めぐり、障害者ら意見・質問 四日市でタウンミーティング」『朝日新聞』2005 年 7 月 12
日朝刊（地域面、大阪本社）。 
15 『第 162 回国会衆議院厚生労働委員会会議録第 22 号』2005 年 5 月 17 日、p.6。 
16 『第 162 回国会衆議院厚生労働委員会会議録第 22 号』2005 年 5 月 17 日、p.2。 
17 『第 162 回国会衆議院厚生労働委員会会議録第 22 号』2005 年 5 月 17 日、p.3。 
18 『第 162 回国会衆議院厚生労働委員会会議録第 22 号』2005 年 5 月 17 日、p.19。 
19 『第 162 回国会衆議院厚生労働委員会会議録第 22 号』2005 年 5 月 17 日、p.21。 
20 『第 162 回国会衆議院厚生労働委員会会議録第 22 号』2005 年 5 月 17 日、p.20。 














「障害者自立支援法案の特別国会での成立を強く要望します」（2005 年 9 月 16 日付）という要望書を公
表した（きょうされん 2007：168）。 
この要望書は、賛成派団体のなかでも議論を呼んだ。2005 年 10 月 11 日、大野素子大阪府精神障害者





















案は、10 月には可決・成立することとなる（2006 年 4 月 1 日から一部施行、2006 年 10 月 1 日から全面
施行）。 
 
                                                        




23 大阪府精神障害者家族会連合会「障害 5 団体による『9.16 障害者自立支援法案の特別国会での成立要望』





162 回国会衆議院厚生労働委員会会議録第 34 号』2005 年 7 月 13 日、p.30）など、この時期、賛成派の障害
者団体が中央省庁・与党との関係維持に注力していたといういくつかの証言が存在する。 
大倉 沙江 「障害者福祉政策の政策決定過程における障害者団体の動向」 




























サービス抑制の実態を捉える目的で、DPI 日本会議を中心として、2006 年 6 月と同年 10 月に二度のア
ンケート調査が行われている。その結果、2006 年 10 月の全面施行以降、25.8%（100 人）の利用者が、
サービスの利用時間を減少させた。具体的には、「髪や体が洗えるのが月 6 回平均に減る。おむつかぶ
れと『じょくそう』ができそうで困る」（東京都在住 40 歳女性）、「体位交換が 2 回に制限されるので、
『じょくそう』ができる。苦痛で睡眠不足になりかぜなどで体調を崩す」（熊本県在住 46 歳全身性障害
男性）などの影響が報告された26。 
不信感を募らせる障害者団体に向けて、2006 年 10 月 23 日、厚労省社会・援護局障害保健福祉部は記
者会見を開き、「障害者自立支援法の実施状況について」という調査報告を公開した。これは 26 の都道
府県（項目によっては 14 府県）に対して調査を行ったものであり、サービス利用者数が 2005 年 6 月と









                                                        
26 調査の結果は、DPI 日本会議のウェブページ（http://www.dpi-japan.org/3issues/3-1shienhi/top.htm）で閲覧す
ることができる（最終閲覧日 2014/12/17）。なお二回目の調査の実施主体は DPI 日本会議も加盟する「障害
者の地域生活確立の実現を求める全国大行動」である。 
27 きょうされん「厚労省が公表した『障害者自立支援法の実施状況について』の問題点と疑問」2006 年 10
月 26 日、http://www.kyosaren.or.jp/news/2006/1027_1.htm（最終閲覧日 2014/12/17）。 
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急な見直しが要望された28。 
また、2006 年 10 月 31 日には障害者自立支援法案に反対していた三団体（JD、DPI 日本会議、全ろう
連）が中心となり、日比谷公会堂周辺で「出直してよ！『障害者自立支援法』10.31 大フォーラム」（以
下、2006 年フォーラムと呼ぶ）というデモンストレーション・シンポジウムが開催された。障害者とそ
の支援者ら約 1 万 5000 人が参加していた29。シンポジウムには自民党を除き、公明党から福島豊、民主
党から園田康博、社民党から阿部知子、共産党から小池晃がそれぞれ出席していた30。集会の後には、
代表者が、要請文・アピール文を厚労省障害保健福祉部に持参し31、障害者自立支援法の見直しを求め










年 2 月に公表された36。その結果、約 13 万 5 千人の入所サービス利用者のうち 0.44%（598 人）が、約
8 万 6000 人の通所サービス利用者のうち 1.19%（1027 人）が、負担増を理由に利用をやめていた。つ
まり、程度こそ障害者団体の調査結果とは異なるが、障害者のサービス抑制という現象が生じている
こと自体は確かであることが確認された。 
さらに、同時期には、JD と DPI 日本会議を中心として、応益負担（定率負担）の導入を違憲とする
「障害者自立支援法違憲訴訟」が企画され、弁護団や原告団の組織化や資金調達などの準備を開始さ







して理解していた。この頃の賛成派の団体の考え方がよく表れた証言として、2006 年 11 月に開催され





                                                        
28 日身連・JD・DPI 日本会議・日盲連・全ろう連・全脊連・全育会・全家連「障害者自立支援法の早急な見
直しを求める緊急要望」（2006 年 8 月 16 日）http://www.nissinren.or.jp/news/gn20060827news1.htm（最終閲覧
日 2014/12/17）。 
29 「障害者自立支援法 見直し求め集会」『毎日新聞』2006 年 11 月 1 日朝刊（縮刷版）。 
30 10.31 大フォーラム全国実行委員会「出直してよ！『障害者自立支援法』10.31 大フォーラム」
http://www.normanet.ne.jp/~jadh/1031.html（最終閲覧日 2014/07/01）。 
31 『第 165 回国会衆議院厚生労働委員会会議録第 4 号』2006 年 11 月 1 日、p.25． 
32 大阪障害者センター「自立支援法見直し求め署名 43 万筆を提出」『壁ニュース』2006 年 12 月 13 日。壁ニ
ュースは、大阪障害者センターによって有料で公開されているものであり、ファックス・E メール等で配信
されている。 
33 『第 165 回国会衆議院厚生労働委員会会議録第 4 号』2006 年 11 月 1 日、pp.25-40。 
34 『第 165 回国会衆議院厚生労働委員会会議録第 4 号』2006 年 11 月 1 日、pp.34-36。 
35 『第 165 回国会衆議院厚生労働委員会会議録第 4 号』2006 年 11 月 1 日、p.35。 
36 「福祉サービス、障害者 1600 人が利用中止 自立支援法、負担増響く」『朝日新聞』2007 年 2 月 6 日朝刊
（総合、東京本社最終版）。 
大倉 沙江 「障害者福祉政策の政策決定過程における障害者団体の動向」 













した。さらに、同年 10 月 30 日、日身連、全育会、全家連の三団体は、自民党「障害者の小規模作業所
を支援する議員連盟」対して、「小規模作業所の発展に関する緊急要望書」（以下、緊急要望書と呼ぶ）
を提出、利用料を徴収しないことなどを求めた37。 
これを受けて、同年 11 月 29 日には自民党「小規模作業所を支援する議員連盟」が開催され、「緊急
要望書」に応える改善案が提示された。同改善案は、翌 11 月 30 日の自民党政務調査会社会保障制度
調査会障害者福祉委員会（委員長：木村義雄）において、「障害者自立支援法の円滑な運営のための改
善策（中間まとめ）」（以下、中間まとめと呼ぶ）に添付される形で承認・決議された（松本 2007：44-
45）。同年 12 月 1 日には、「中間まとめ」に基づき、自民党と公明党の間で利用者負担の軽減について
合意がなされ、官邸に対して「障害者自立支援法の円滑な運用のための措置について（平成 18 年 12
月 1 日与党申入書）」という申し入れが行われた（松本 2007：44-45）。この申し入れを受けて、3 年間
で計 1200 億円という緊急予算措置（特別対策）は実施に移されたのである。 
 
３．自公政権下における二度目の見直し 






の見直しを打ち出した40。同年 9 月 27 日、自民党は障害者自立支援法を見直すための勉強会を開始した
41。 
2007 年 10 月 31 日には、障害者自立支援法に反対していた三団体（JD、DPI 日本会議、全ろう連）が
中心となり、日比谷音楽堂の周辺で「私たち抜きに私たちのことを決めないで！今こそ変えよう！『障






                                                        
37 日身連「日身連、全日本育成会、全家連が小規模作業所議連に緊急要望」
http://www.nissinren.or.jp/news/gn20061101news1.htm（最終閲覧日 2014/06/19）。 
38 「自民総裁選、福田氏優位動かず、麻生氏と一騎打ち」『日本経済新聞』2007 年 9 月 15 日朝刊（一面、縮
刷版）。 
39 「構造改革、薄い影 小泉・安倍時代の最大の対立軸 自民党総裁選」『朝日新聞』2007 年 9 月 17 日朝刊
（総合、東京本社最終版）。 
40 「政権協議、与党、衆院選へ危機感 公明、痛み緩和の成果狙う」『日本経済新聞』2007 年 9 月 25 日朝刊
（経済、縮刷版）。 
41 「障害者支援法、抜本見直し始動 民主、一割負担廃止案 自民、勉強会スタート」『朝日新聞』2007 年 9
月 29 日朝刊（政策総合、東京本社最終版）。 













2007 年 10 月には、与党プロジェクトチーム（以下、与党 PT と呼ぶ）が設置され、12 月には報告書


















上記の特別対策と並行して、2008 年 4 月以降、社会保障審議会障害者部会において障害者自立支援法
の施行 3 年後の見直しに関する検討が開始された。同年 12 月には、部会報告として「障害者自立支援
法施行後 3 年の見直しについて」という報告書が提出される。 
障害者部会は、福祉・医療・厚生関係の団体・個人が 20 名、自治体の代表が 2 名、学識経験者が 5
名、その他 3 名の合計 30 名から構成されていた。福祉・医療・厚生関係者の中には、日身連、全ろう
連、全脊連、全育会、日盲連が参加している48。ヒアリング対象には、福祉・医療・厚生関係の 21 団体、
                                                        
42 私たち抜きに私たちのことを決めないで！今こそ変えよう！「障害者自立支援法」10.30 全国大フォーラム
実行委員会「私たち抜きに私たちのことを決めないで！今こそ変えよう！『障害者自立支援法』10.30 全国
大フォーラム」http://www.normanet.ne.jp/~ictjd/1030.html（最終閲覧日：2014 年 12 月 16 日）。 
43 「変えよう自立支援法 障害者ら 6 千 500 人集う」『しんぶん赤旗』2007 年 10 月 31 日。 
44 企画課長の名前については、厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部に照会し、回答を得た。 
45 「障害者支援法、抜本見直し始動 民主、一割負担廃止案 自民、勉強会スタート」『朝日新聞』2007 年 9
月 29 日朝刊（政策総合、東京本社最終版）。 
46 「障害者支援 『一割負担』なじむか 廃止か存続か、方向性出さず 社会保障審議会」『朝日新聞』2008




48 第 31 回社会保障審議会障害者部会（2008 年 4 月 23 日）における配布資料（「資料 1.社会保障審議会障害
者部会委員名簿」）に基づく。 
大倉 沙江 「障害者福祉政策の政策決定過程における障害者団体の動向」 
Sae OKURA, Decision-Making Processes of Social Welfare and Interest Groups for the Disabled 
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知事会など自治体の代表が 3 団体選出されていた。福祉団体の中には、委員である 5 団体に加え、JD、
DPI 日本会議の 2 団体も含まれている49。 
 
表 1 障害者団体の受益者負担に対する態度と要望 
 














このような審議会の過程と並行して、2008 年 10 月 31 日には、障害者自立支援法の廃止を求める障害
者自立支援法違憲訴訟が、全国 8 地裁において提訴された（第一次一斉提訴）。この裁判は、JD と DPI
                                                        
49 第 34 回社会保障審議会障害者部会（2008 年 6 月 30 日）における配布資料（「資料 2.ヒアリング予定団
体」）に基づく。 
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日本会議が主導しており（藤井 2011：106）、最終的には、原告数 70 名、弁護団員数 170 余名の大規模
な訴訟に至っている51。彼らは、応益負担という考え方が法律に明記されていること自体に批判的な立
場を取っており、その是非に関して司法の判断を仰いだのである。 
政治環境は障害者団体に味方をしていた。2008 年 9 月の麻生政権組閣の際の連立合意では、「障害者
自立支援法の抜本的見直し」という表現が盛り込まれた52。さらに、審議会の報告書を受けて、2008 年
12 月より与党 PT が再開された。開始早々の 2008 年 12 月 3 日には、与党 PT がサービス利用量に応じ








度障害者ほど負担が重くなる制度に対しては従来から批判が強く、2008 年 10 月には障害者が国や自治
体を相手取って訴訟を起こす事態に発展したことを踏まえ、「制度の抜本改正をしなければ理解が得ら
れない」という判断が働いた結果であるという56。 
翌 2 月 13 日には、自民党社会保障制度調査会障害者福祉委員会で、16 日には公明党障害者福祉委員
会で与党 PT の報告書が示された（全日本手をつなぐ育成会 2009a）。同年 3 月 25 日の自民党厚生労働
部会・障害者福祉委員会合同会議では、与党 PT の報告書を踏まえて作成された「障害者自立支援法等
の一部を改正する法律案」並びにその概要が示された（全日本手をつなぐ育成会 2009b）。この改正法案










                                                        





53 「障害者自立支援の『負担』見直し案 与党 PT が合意」『朝日新聞』2008 年 12 月 3 日夕刊（2 総合、東京
本社最終版）。 
54 与党障害者自立支援に関するプロジェクトチーム「障害者自立支援法の抜本見直しの基本方針（平成 21 年
2 月 21 日）」。この資料は、以下のきょうされんのウェブページ
（http://www.kyosaren.or.jp/commentomo/2008/090213yotouPT.pdf）に公開されている（最終閲覧日
2014/12/17）。 
55 2008 年と 2009 年に JD が政党に対して行ったアンケート調査（「障害者政策に関する質問書」2008 年 12 月




は、JD のウェブページ（http://www.jdnet.gr.jp/report/）で公開されている（最終閲覧日 2014/12/17）。 
56 「障害者の福祉サービス、所得に応じ費用負担、『一割』撤廃  与党 PT、見直し案」『日本経済新聞』2009
年 2 月 13 日朝刊（社会、東京本社 13 版）。「自立支援法、所得に応じた負担に 『原則一割』削除 与党
PT」『朝日新聞』2009 年 2 月 11 日朝刊（政策総合、東京本社最終版）。 
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年間で計 1200 億円という緊急予算措置（特別対策）が実施に移されたのである。 
2007 年には福田康夫内閣組閣の際の連立政権合意のなかで、障害者自立支援法の見直しが盛り込まれ
た。これに伴い、同年 9 月末には自民党内で勉強会が開催され、10 月には与党 PT が設置された。反対
派三団体が開催したデモンストレーション・シンポジウムには、自民党からも参加していた。しかし、
厚労省はあくまで応益負担の維持という考えが根強く、その「廃止」を求める障害者団体の要望に対し
ては、現行の制度の維持を明言している。同年 12 月に与党 PT から提出された報告書も、一度目の激変
緩和策の延長などを提言するに留まり、廃止も含めた抜本的な見直しは行われていなかった。 
2008 年 4 月からは、障害者自立支援法の施行三年後の見直しが、社会保障審議会障害者部会で重ねら
れた。障害者審議会の委員、またヒアリング対象として参加しており、報告書が提出された。審議会と
並行して、2008 年 10 月には JD、DPI 日本会議を中心として、障害者自立支援法違憲訴訟の第一次一斉
提訴が全国 8 地裁で行われた。麻生政権組閣の際の連立政権合意に障害者自立支援法の抜本的見直しと
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